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ⅰ 復興へ向けた重点プロジェクト 

重点プロジェクトの指標 

 安心して住み､暮らす 

 避難地域の復興･再生 

 1 避難地域等復興加速化プロジェクト  

避難区域等の居住人口

※ 居住人口:避難指示などが解除された区域において､生活の本拠を有する

　人口であり､帰還支援の取組を通じて､数値の増加を目指す。

※ 震災前の居住人口 146,400人（H22年3月）

－
(H31年3月)

約 64,700 人

（H32年度)

増加を目指す

避難地域の商工会会員事業所の事業再開件数

※ 広野町､楢葉町､富岡町､川内村､大熊町､双葉町､浪江町､葛尾村､

    鹿島区（一部）､小高区､飯舘村､川俣町（一部） ､都路町､常葉町（一部） ､

    船引町（一部）の商工会会員事業所を対象。

(H22年度)

2,560件
(R元年7月)

1,798件
（H32年度)

増加を目指す

避難地域において農業を開始した認定農業者数

※ 帰還困難区域を除く避難地域において､農業を開始した認定農業者の数で

   あり､数値の増加を目指す。

(H22年度)

768 経営体

(H30年度)

302 経営体

(H32年度)

750 経営体以上

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値

 4 心身の健康を守るプロジェクト 

甲状腺検査の受診率

※ 福島県「県民健康調査」甲状腺検査の対象者が検査を受診した割合であり､

　受診率100%を目指す。

－
(H29年度)

63.1 ％
（H32年度)

100 ％

医療施設従事医師数（人口10万人対）
(H22年)

182.6 人

(H28年)

195.7 人

（H29年)

200.0 人以上

　　・相馬エリア 130.8 人 146.0 人 増加を目指す
　　・双葉エリア 103.0 人 142.0 人 増加を目指す
　　・いわきエリア 160.4 人 161.0 人 増加を目指す
※ 県内の医療機関に従事している医師数（人口10万人当たり）であり､

　数値の増加を目指す。

※ 相馬･双葉･いわきエリアの詳細は､福島県地域医療再生計画を参照。

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値

 2 生活再建支援プロジェクト 

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値

県内･県外避難者数

※ 県内の応急仮設住宅･借上げ住宅などへの入居者数及び県外避難者数であり､

　皆減を目指す。

－
(H31年3月)

41,299 人

（H32年度)

0 人

復興公営住宅の整備率 －
(H30年度)

97.5 ％

(H29年度)

100 ％

 3 環境回復プロジェクト 

市町村除染地域における住宅除染の進捗率 －
(H29年度)

100 ％

（H28年度)

100 ％

東日本大震災に係る災害廃棄物の処理･処分率

※ 災害廃棄物推定量に対する処理完了量であり､処理･処分率100%を目指す。

－
(H29年度)

100 ％

（H32年度)

100 ％

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値
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ⅰ 復興へ向けた重点プロジェクト 

 ふるさとで働く 

 ７ 中小企業等復興プロジェクト 

製造品出荷額等

※ 年間の製造品出荷額､加工賃収入額､修理料及びその他の収入額の合計額

   であり､製造業の経済活動の状況を図る数値として､数値の増加を目指す。

※ H26年の数値は平成26年工業統計速報より掲載。

(H22年)

50,957 億円

(H29年)

51,204 億円

(H32年)

55,174 億円以上

工場立地件数

※ 福島県工業開発条例に基づく､敷地面積1,000㎡以上の工場の新･増設に

   係る届出件数であり､数値の増加を目指す。

(H22年)

42 件

（H25～30年累計）

450 件

（H25～32年累計）

700 件以上

安定的な雇用者数（雇用保険の被保険者数）

※ 雇用保険の被保険者とは､31日以上の雇用見込みかつ週20時間以上の雇

   用契約に該当する被雇用者数であり､平成26年度の数値を維持しつつ､増

   加を目指す。

※ 数値は年平均値。

(H22年)

519,121 人

（H29年）

577,687 人

(H32年)

542,000 人

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値

 5 子ども･若者育成プロジェクト 

福島県で子育てを行いたいと回答した県民の割合

※ 県政世論調査の「福島県内で子育てを行いたいと思いますか」調査項目に

   対して､“はい”､“どちらかと言えば「はい」”と答えた方の割合。

※ 震災前の数値は県政世論調査で初めて把握した数値を記載。

(H24年度)

48.3%
(H30年度)

68.2%
（H32年度)

上昇を目指す

全国学力･学習状況調査調査結果 (H22年度) (H30年度) （H32年度)

・小学校 国語 99.4 100.3 103.0 以上

              算数 97.0 99.9 102.0 以上

              理科 － 99.5 103.0 以上

・中学校 国語 99.7 99.8 103.0 以上

              数学 96.8 95.3 102.0 以上

              理科 － 99.8 103.0 以上
※ 全国平均正答率を100とした場合の本県の正答率であり､数値 の上昇を目指す。

全国体力･運動能力等調査結果
（全国平均値との比較割合：全国平均＝100） （H22年度） （H30年度） （H32年度)

・小学5年 男子 99.1 99.4 101.0 以上

　　          女子 101.0 103.3 102.5 以上

・中学2年 男子 98.2 100.3 101.5 以上

　　          女子 97.4 102.9 101.0 以上
※ 全国平均値を100とした場合の本県の平均値であり､数値の上昇を目指す。

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値

 ６ 農林水産業再生プロジェクト 

農林水産業の産出額
(H22年)

2,649 億円

(H28年)

2,323 億円

（H32年)

2,920 億円

・農業産出額 ※1

※1 農産物､加工農産物（農産物加工施設の販売額を含む）などの産出額

     であり､数値の増加を目指す。なお､数値には､農業生産関連事業を含

     むものとします。

・林業産出額 ※2

※2 木材（素材）､栽培きのこ､薪､木炭などの産出額であり､数値の増加を

     目指す。

・沿岸漁業産出額 ※3

※3 沿岸漁業（沖合底引き網を含む）により水揚げされた水産物のうち､

     産地魚市場における販売高であり､数値の増加を目指す。

農地･農業用施設の復旧率
※復旧対象地区数　2,178地区

－
(H30年度）

83.4 ％

（H32年度)

100 ％

92 億円
(H30年)

 22.8 億円
100 億円

2,432 億円 2,231 億円 2,635 億円

125 億円
(H29年)

101 億円 185 億円

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値

2



ⅰ 復興へ向けた重点プロジェクト 

 まちをつくり､人とつながる 

 ９ 風評･風化対策プロジェクト 

観光客入込数

※ 県内観光施設ポイントの年間延べ入込数であり､数値の増加を目指す。

(H22年）

57,179 千人

(H30年)

56,336 千人

 (H32年)

63,000 千人以上

教育旅行における県内宿泊者数

※ 学校が主催する修学旅行､合宿､野外活動などの教育旅行において､県内

   宿泊施設に宿泊した延べ人数であり､数値の増加を目指す。

(H21年度)

709,932 人

(H29年度）

488,298 人

(H32年度)

750,000 人以上

主な県産農産物の全国平均価格との差 （H22年） (H30年） （H32年）

・米　　　　　　　　（単位：円/60㎏） △ 204 円 △ 446 円
・肉用牛（和牛）　　（単位：円/㎏） △ 76 円 △ 269 円
・桃　　　　　　　　（単位：円/㎏） △ 59 円 △ 120 円

震災前（H22）の全
国平均価格との価
格差まで回復する

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値

 ８ 新産業創造プロジェクト 

再生可能エネルギーの導入量（設備容量）

※ 福島県内の太陽光､風力などの再生可能エネルギーの発電施設の設備容量

　であり､数値の増加を目指す。

（H21年度）

421.4 万kW

（H29年度）

577.4 万kW

（H32年度)

740.8 万kW以上

再生可能エネルギー関連の工場立地件数

※ 福島県内に新たに再生可能エネルギー関連産業の工場が立地した件数で

　あり､数値の増加を目指す。

(H22年)

7 件

（H25～30年累計）

39 件

（H25～32年累計）

70 件以上

医療機器生産額
　

※ 福島県内で生産された医療機器などの生産額であり､数値の増加を目指す。

(H22年)

911 億円

(H29年)

530 億円

(H32年)

1,750 億円以上

医療福祉機器の工場立地件数

※ 福島県内に新たに医療福祉機器関連産業の工場が立地した件数であり､

   数値の増加を目指す。

(H22年)

6 件

（H25～30年累計)

60 件

（H25～32年累計）

70 件以上

ロボット製造業製造品出荷額

※ ロボット製造業の状況を計る数値として､数値の増加を目指す。

（H22年）

54.9 億円

（H28年）

41.9 億円

（H32年）

100億円以上

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値

１０ 復興まちづくり･交流ネットワーク基盤強化プロジェクト 

防災緑地設置個所数

※ 多重防御のため､想定を超える津波のエネルギーの減衰を目的として

   設置される防災緑地の設置か所数であり､数値の増加を目指す。

－
（H30年度）

7 か所

(H31年度)

10 か所

道路･橋りょうの復旧率

※ 帰還困難区域を除いた数値であり､速やかな復旧を目指す。

－
（H31年2月）

97.7 ％

(H30年度)

100 ％

JR路線の運休区間の距離 （H30年度） (H32年度)

・JR常磐線 － 20.8 ㎞ 0.0 ㎞

・JR只見線 － 27.6 ㎞ 0.0 ㎞

※ 原子力災害や新潟･福島豪雨災害によるJR常磐線･JR只見線の運休区

   間（県内）の距離であり､区間の解消を目指す。

指　　標 震災前の数値 実　績　値 目　標　値
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人  口 

100.7% 

0% 50% 100%

91.3% 

0% 50% 100%

総人口 

合計特殊出生率 

令和元年5月1日1,849,261人/平成23年
3月1日2,024,401人 
福島県「福島県の推計人口（福島県現
住人口調査月報）」 

平成30年1.53％/平成22年1.52％  
【参考】全国：平成30年1.42％ 
厚生労働省「人口動態調査」                

100.0% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

平成30年3月末時点計画数418,583戸 
発注数418,583戸 進捗数418,583戸 
「福島県除染対策課調べ」 

          【参考】 データで見る福島の復興状況  ① 

<対H23.3を100%とする比> 

<対H22を100%とする比> 

環境回復① 

平成31年3月時点避難者数41,299人/ 
平成24年5月時点164,865人 
 「福島県災害対策本部」 

生活再建 

環境回復② 

 【 市町村除染状況  】 

92.5% 

0% 50% 100%

平成29年本県農業産出額2,071億円/平
成22年2,330億円 
農林水産省「生産農業所得統計報告書」 

農林水産業 

令和元年5月末時点処理・処分量496万
㌧/仮置場搬入量536万㌧  
「福島県一般廃棄物課調べ」 

商工業 
令和元年5月有効求人倍率1.53倍（全国
平均1.62倍） 
厚生労働省「一般職業紹介状況（職業
安定業務統計）」 

産業全体 

平成29年観光客入込数54,494千人/平成
22年57,179千人 
「福島県観光交流課（観光客入込状況）」 

観  光 

0㌧ 100000㌧ 200000㌧ 300000㌧ 

0㌧ 100000㌧ 200000㌧ 300000㌧ 

汚 

染 

廃 

棄 

物 

75,700㌧ 

住 宅 

公共施設（等） 

農 地 

道 路 

<計画数に対する進捗率> 

<計画数に対する進捗率> 

<計画数に対する進捗率> 

<計画数に対する進捗率> 

          

平成30年3月末時点計画数11,958施設 
発注数11,958施設 進捗数11,958施設
「福島県除染対策課調べ」  

平成30年3月末時点計画数18,841km 
発注数18,841km  進捗数18,841km  
「福島県除染対策課調べ」 

平成30年3月末時点計画数31,061ha  
発注数31,061ha  進捗数31,061ha 
「福島県除染対策課調べ」  

災害廃棄物 

下水汚泥等保管量 

焼却灰保管量 
（一般廃棄物） 

<仮置場搬入量に対する処理・処分量> 

平成25年9月時点保管量約75,700㌧ 
(最大保管量） 
令和元年5月20日時点保管量約3,950㌧ 
「福島県中間貯蔵施設等対策室調べ」  

平成24年7月時点保管量56,698㌧ 
令和元年5月末時点保管量約192,359㌧
「福島県中間貯蔵施設等対策室調べ」  

192,359㌧ 

88.9% 

0% 50% 100%

66.8% 

0% 50% 100%

80.6% 

0% 50% 100%

61.0% 

0% 50% 100%

76.2% 

0% 50% 100%

89.2% 

0% 50% 100%

83.4% 

0% 50% 100%

55.6% 

0% 50% 100%

農 業 

海面漁業 

農 業 

林 業 産 

出 

額 

経
営
体
の
再
開
状
況 

農
地･

農
業
用
施
設
等
の

復
旧
工
事
の
状
況 

営農再開可能 
面積の状況 

漁 業 

着 手 

完 了 

平成29年本県林業産出額100.6億円/平
成22年124.8億円 
農林水産省「生産林業所得統計報告書」 

平成29年本県海面漁業産出額101.1億
円 /平成22年181.8億円 
農林水産省「漁業産出額」 

平成31年3月営農再開が可能な農地面
積3,039ha/津波被災地の復旧予定面積
4,548ha 「福島県農林水産部調べ」 

平成26年3月営農を再開した経営体
10,500経営体（※一部再開含む）/東日
本大震災による被害のあった経営体
17,200経営体 

平成30年12月操業を再開した経営体
（試験操業を含む）564経営体/東日本
大震災による被害のあった経営体740
経営体 

平成31年3月農地・農業用施設等の復
旧工事着手1,944地区/復旧対象地区数
2,178区 
 「福島県農林水産部調べ」 

平成31年3月農地・農業用施設等の復
旧工事完了1,818地区/復旧対象地区数
2,178地区  
「福島県農林水産部調べ」 

1.0% 

0% 50% 100%

8.2% 

0% 50% 100%

71.5% 

0% 50% 100%

136.6% 

0% 100% 200%

100.0% 

0% 50% 100%

97.5% 

0% 50% 100%

78.3% 

0% 50% 100%

25.1% 

0% 50% 100%

仮設住宅入居戸数令和元年5月末時点
149戸/平成25年4月末時点14,590戸 
「福島県災害対策本部（土木部）調べ」  

令和元年5月末時点借上住宅支援戸数
2,092戸/平成24年4月末時点25,554戸 
（※数値は県内の状況のみ） 
「福島県災害対策本部（土木部）調べ」 

令和元年5月末時点被災者生活再建支援
制度における加算支援金申請件数26,994
件/基礎支援金申請件数37,734件 

平成30年新設住宅着工戸数12,761戸/ 
平成22年9,342戸 
国土交通省「住宅着工統計」  

平成29年8月31日時点完成戸数2,807戸/ 
11市町での整備予定戸数2,807戸 
「福島県土木部調べ」  

令和元年5月末時点完成戸数470戸/ 
9市町村での整備予定戸数600戸 
「福島県土木部調べ」 

平成31年3月15日時点完成戸数4,767戸
/ 現状を踏まえた整備予定戸数4,890戸
「福島県土木部調べ」 

 
 

住
宅
支
援
状
況 

公
営
住
宅
整
備
状
況 

避
難
者
数 

<対H24.5を100%とする比> 全体（県内･県外） 

<対H25.4を100%とする比> 
応急仮設住宅管理 

借上住宅支援 
<対H24.4を100%とする比> 

住宅再建状況 

<対H22を100%とする比> 
新設住宅着工数 

災害公営住宅 
（地震・津波） 

<完成戸数> 

復興公営住宅 
（原発避難者） 

災害公営住宅 
原発避難者 

災害公営住宅 
（帰還者等） 

<完成戸数> 

<完成戸数> 

181.0% 

0% 50% 100% 150% 200%

100.1% 

0% 50% 100%

113.1% 

0% 50% 100%

1.53 倍 

0倍 2倍 

95.3% 

0% 50% 100%

68.8% 

0% 50% 100%

110.3% 

0% 50% 100%

107.0% 

0% 50% 100%

99.3% 

0% 50% 100%

平成28年大型小売店販売額252,711百
万円/平成22年223,494百万円 
東北経済産業局「東北地域百貨店・スー
パー販売額動向」 

大型小売店販売額 

有効求人倍率 

<対H22.5を100%とする比> 

工場立地件数 

県内製造業製造品
出荷額 

<対H22を100%とする比> 

<対H22.4を100%とする比> 

平成30年工場立地件数76件/平成22年
42件 
「福島県企業立地課（工場立地状況につ
いて）」 

平成29年県内製造業製造品出荷額
51,016億円/平成22年 50,957億円 
福島県「平成30年工業統計調査結果速
報」 

県内総生産（名目） 
<対H22を100%とする比> 平成28年度県内総生産（名目）79,179億

円/平成22年度71,772億円 
福島県「福島県県民経済計算」（平成28
年度改定値） 

県民所得 <対H22を100%とする比> 

現金給与総額指数 <対H27を100%とする比> 

観光客入込数 

教育旅行延べ
宿泊者数 

<対H22を100%とする比> 

<対H21年度を100%とする比> 

平成28年度県民所得57,125億円/平成 
22年度53,384億円 
福島県「福島県県民経済計算」（平成28
年度改定値） 

平成29年現金給与総額指数99.3（平成
27=100） 
福島県「毎月勤労統計調査地方調査結
果年報」 

平成29年度教育旅行延べ宿泊者数
488,298人泊/平成21年度709,932人泊 
「福島県観光交流課 （教育旅行入込調
査）」 

 【廃棄物処理・保管状況】 

<対H22.3を100%とする比> 

<対H22.3を100%とする比> 

<対H22.3を100%とする比> 

<計画数に対する進捗立> 

<計画数に対する進捗立> 

<計画数に対する進捗立> 

3,950㌧ 

56,698㌧ 
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          【参考】 データで見る福島の復興状況  ② 

仮設住宅入居戸数平成30年10
月末時点694戸 / 平成25年4月
末時点14,590戸「福島県災害対

策本部（土木部）調べ」  

工事着手2,130か所/海岸、道路、港湾、
漁港等施設の災害復旧を要する箇所
2,159か所（平成31年2月末現在） 

公共土木施設・海岸等 

鉄  道 

現在の県内運転距離111.7㎞/県内運
行距離132.5㎞ 
【運休】・帰還困難区域内20.8㎞ 

          

工事完了2,043か所/海岸、道路、港湾、
漁港等施設の災害復旧を要する箇所
2,159か所（平成31年2月末現在） 

海岸施設(堤防等)復旧着手地区86地
区/被災海岸86地区（平成31年1月末
現在） 

海岸施設(堤防等)復旧完了地区78地
区/被災海岸86地区（平成31年3月末
現在） 

避難指示解除準備区域及び居住制限区域は、既に災害査定が終了している。帰還困難区域で
は、国が行う除染などと調整を図りながら進めていく予定。（査定継続実施中） 
※海岸施設（堤防等）は平成32年度完了見込。 

【開通】（県内延長）・浪江IC～南相馬IC、相馬IC～山元IC：平成26年12月6日 
・常磐富岡IC～浪江IC:平成27年3月1日 

開通延長128㎞/総整備延長128㎞ 

【開通】・相馬山上IC～相馬玉野IC：平成29年3月26日・相馬玉野IC～霊山IC：平成30年3月10日 
【開通予定】・相馬IC～相馬山上IC：令和元年度・霊山IC～（仮）福島保原線IC：令和2年度 
・（仮）国道4号IC～桑折JCT：令和2年度 

【開通】（県内延長）・福島ＪＣＴ～福島大笹生ＩＣ：平成28年9月11日 
・福島大笹生ＩＣ～米沢北ＩＣ：平成29年11月4日 

【運転再開】・広野～竜田駅間：平成26年6月1日 ・小高～原ノ町駅間：平成28年7月12日                
・相馬～浜吉田駅間：平成28年12月10日・浪江～小高駅間：平成29年4月1日・竜田～富
岡駅間：平成29年10月21日 
【運転再開見込】・富岡～浪江駅間：令和元年度末 

現在の県内運転距離67.4㎞/県内運行
距離95㎞ 

【運転再開見込】・会津川口～只見駅間：令和3年度 

原発事故による避難指示区域内の３校及び平成28年度末～平成29年度当初に避難指示区

域が解除となった4校（被害調査未了）を除く。※避難指示区域は平成30年4月1日時点 

学  校 

完了数 994件/被災施設数 994件
（94校）（平成30.4.1現在） 

仮設住宅入居戸数平成30年10
月末時点694戸 / 平成25年4月
末時点14,590戸「福島県災害対

策本部（土木部）調べ」  

再開等した医療機関 

【病院8施設のうち3施設（病床休止

中1）・診療所60施設のうち23施設・

歯科診療所32施設のうち6施設】 

避難指示区域内市町村の施設で別の場所で再開した施設数  

・帰還困難区域 7施設 ・避難指示解除準備区域内 3施設 ・居住制限区域 1施設 

※避難指示区域は平成25年8月時点 

再開施設 30施設（仮設施設等で

再開した11施設含む）/震災後休

止した施設 35施設 

再開施設 14施設/震災後休止し
た施設 23施設 

事業に着手した地区9地区/海岸防災
林9地区 

事業が完了した地区1地区/海岸防災
林9地区 

工事完了地区数8地区/工事地区数
10地区 

94.6% 

0% 50% 100%

98.6% 

0% 50% 100%

90.7% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

11.1% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

80.0% 

0% 50% 100%

海岸防災林9地区（相馬地区、鹿島地区、原町地区、小高地区、浪江地区、双葉地区、富岡地
区、楢葉地区、新舞子地区）（平成30年3月末現在）うち、新舞子地区が完了。 
※平成32年度完了見込。（一部地域を除く。） 

防災緑地10地区 新地町（埓浜地区）、相馬市（原釜尾浜地区）、広野町（浅見川地区）、いわ 

き市（久之浜地区、四倉地区、沼ノ内地区、薄磯地区、豊間地区、永崎地区、岩間地区） 

うち、埒浜地区、浅見川地区、四倉地区、沼ノ内地区、薄磯地区、豊間地区、永崎地区、岩間地

区の8地区が完了。【令和元年7月15日現在】 

工事完了地区数10地区/工事地区数
10地区 

着 工 

完 工 

公
共
土
木
施
設 

海
岸
施
設
（
堤
防
等
） 

着 工 

完 工 

着 工 

完 工 

着 工 

完 工 

防
災
緑
地 

84.3% 

0% 50% 100%

70.9% 

0% 50% 100%

ＪＲ常磐線 

ＪＲ只見線 

運
行
状
況 

100.0% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

61.1% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

着 工 

完 工 

着 工 

完 工 

着 工 

完 工 

開通延長17㎞/総整備延長17㎞ 

開通延長27.5㎞/総整備延長45㎞ 

64.0% 

0% 50% 100%

100.0% 

0% 50% 100%

85.7% 

0% 50% 100%

32.0% 

0% 50% 100%

・大熊町、双葉町を除いて避難指示が解除されたすべての市町村で内科等、基本的な診

療科目を有する診療所が再開・開設。 

・ふたば医療センター附属病院が開院（H30.4)し、二次救急医療が確保。 

<対H22を100%とする比> 

【病院・診療所・歯科診療所】 医療機関 

 
 
再
開
状
況 

避難指示が解除された地域で再開した施設数 

・避難指示解除準備区域3施設【楢葉町・浪江町・飯舘村】 

社会福祉施設 【高齢者施設・保護施設】 

児童福祉施設 【保育所・認定こども園】 

復
興
ま
ち
づ
く
り
（
防
災
集
団
移
転
） 

【着工（地区数）】新地町7、相馬市9、南相馬市21、浪江町2、富岡町1、楢葉町3、いわき市4

（令和元年5月31日現在） 

造成工事に着手した地区数47地区/集団
移転促進事業計画について国土交通大臣
の同意を得た地区数47地区 

100.0% 

0% 50% 100%

着 工 

97.9% 

0% 50% 100%

完 工 

【完了（地区数）】新地町7、相馬市9、南相馬市21、浪江町１、富岡町1、楢葉町3、いわき市4

（令和元年5月31日現在） 

造成工事が完了した地区数46地区/集団
移転促進事業計画について国土交通大臣
の同意を得た地区数47地区 

医療・福祉施設 

集団移転 

 
 

常
磐
自
動
車
道 

道  路 

 
 

 
 

福
島
～
米
沢
間 

東
北
中
央
自
動
車
道 

福
島
～
相
馬
間 

<対H22を100%とする比> 

海
岸
防
災
林 

県立学校の復旧状況 
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